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教育と福祉の一層の連携等の推進について（通知） 

 

 

 教育と福祉の連携については、保育所、幼稚園、認定こども園、小学校、中学校、義務教育

学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校等（以下「学校」という。）と児童発達支援事

業所、放課後等デイサービス事業所等（以下「障害児通所支援事業所等」という。）との相互

理解の促進や、保護者も含めた情報共有の必要性が指摘されているところであり、各地方自治

体において、教育委員会や福祉部局の主導のもと、支援が必要な子供やその保護者が、乳幼児

期から学齢期、社会参加に至るまで、地域で切れ目ない支援が受けられる支援体制の整備が求

められている。 

特に、発達障害者支援については、発達障害者支援法の一部を改正する法律（平成 28 年法律

第 64 号）が平成 28 年８月１日から施行されており、「個々の発達障害者の性別、年齢、障害

の状態及び生活の実態に応じて、かつ、医療、保健、福祉、教育、労働等に関する業務を行う

関係機関及び民間団体相互の緊密な連携の下に、その意思決定の支援に配慮しつつ、切れ目な

く行われなければならない」とされている。 

こうした課題を踏まえ、文部科学省と厚生労働省では、昨年の 12 月より、両省による家庭と

教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクトにて検討を行い、このたび、本年３月に別

添１のとおり「家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告」（以下「報告」

という。）を取りまとめたところである。 

両省においては、報告を踏まえ、今後さらに施策の充実を図ることとしており、貴職におか

れても報告の趣旨を踏まえ、下記について積極的な取組をお願いしたい。 

 なお、各都道府県におかれては、貴管内市町村（指定都市を除き、特別区を含む。）及び関

係機関等に対して、各都道府県教育委員会におかれては、所管の学校及び域内の市町村教育委

員会に対して、各指定都市教育委員会におかれては、所管の学校に対して、各都道府県知事及

び構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体



 

の長におかれては、所轄の学校及び学校法人等に対して、各国立大学法人学長におかれては、

附属学校に対して、このことを十分周知し、本通知の運用に遺漏のないようご配慮願いたい。 
 

記 

 

１ 教育と福祉の連携を推進するための方策について 

  発達障害をはじめ障害のある子供は、教育委員会、福祉部局といった各地方自治体の関係

部局や、学校、障害児通所支援事業所等といった複数の機関と関わっていることが多い。 

  各地方自治体においては、教育委員会と福祉部局において各制度を所管しているが、双方

の垣根を排除し、就学前から学齢期、社会参加まで切れ目なく支援していく体制を整備する

ことが重要であることを踏まえ、以下の取組を促進すること。 

  

（１）教育委員会と福祉部局、学校と障害児通所支援事業所等との関係構築の「場」の設置

について 

学校と障害児通所支援事業所等の管轄部署が異なるため、障害のある子供の情報が双方

の現場で共有されにくいことを踏まえ、各地方自治体は、教育委員会と福祉部局が共に主

導し、学校と障害児通所支援事業所等との関係を構築するための「連絡会議」などの機会

を定期的に設けること。その際、各地方自治体は、別添２の地方自治体の実践事例等を参

考に、既存の特別支援教育連絡協議会、発達障害者支援地域協議会及び（自立支援）協議

会等の既存の協議会を活用する等、効率的かつ効果的な運営に努めること。 

 

 （２）学校の教職員等への障害のある子供に係る福祉制度の周知について 

    例えば、小・中学校から放課後等デイサービス事業所への送迎時において、放課後等デ

イサービスについての教職員の理解が深まっていないために、対象児童生徒の学校におけ

る様子などの情報提供をはじめとする学校の協力が得られにくいことがある。これを踏ま

え、各地方自治体において、教育委員会と福祉部局が連携し、放課後等デイサービスや保

育所等訪問支援事業を含む障害のある子供に係る福祉制度について、小・中学校や特別支

援学校の校長会、教職員の研修会等において福祉部局や障害児通所支援事業所等が説明す

る機会を確保し、学校の教職員等に対して制度の周知を図ること。 

また、特に、保育所、幼稚園、認定こども園等の子供とその保護者が集まる場には、発

達障害に関する知識を有する専門家を派遣する、巡回支援専門員整備事業を活用するなど

し、発達障害についての知識や対応技術の普及を促すこと。 

 

 （３）学校と障害児通所支援事業所等との連携の強化について 

 学校と放課後等デイサービス事業所において、お互いの活動内容や課題、担当者の連絡

先などが共有されていない等により、両者の円滑なコミュニケーションが図れず連携がで

きてない。他方、個々の障害児に対する支援計画については、各学校において個別の教育

支援計画を、障害児通所支援事業所等において個別支援計画を作成している。こうした状

況を踏まえ、学校と障害児通所支援事業所等間の連携方策について、別添２の地方自治体

の実践事例を参考に検討し、学校と障害児通所支援事業所等間の連携の仕組みを構築する

こと。 

     



 

２ 保護者支援を推進するための方策 

  障害のある子供やその保護者にとって、専門的な相談ができる機関や保護者同士の交流の

場が必要であることを踏まえ、各地方自治体においては、以下に示す支援等に取り組むこと。 

 

（１）保護者支援のための相談窓口の整理について 

乳幼児期、学齢期から社会参加に至るまでの各段階で、必要となる相談窓口が分散して

おり、保護者は、どこに、どのような相談機関があるのかが分かりにくく、必要な支援を

十分に受けられないことがある。これを踏まえ、各地方自治体においては、教育委員会と

福祉部局が連携し、別添３に示した相談窓口を一元化している地方自治体の事例等を参考

に、教育委員会や福祉部局等の関係部局及び教育センター、保健所、発達障害者支援セン

ター、児童発達支援センター等の関係機関の相談窓口を整理し、保護者が自治体のどこの

部署や機関に相談すればよいのかを分かりやすく示すこと。 

なお、相談の対応に際しては、以下の２（２）で作成したハンドブックを活用するなど、

担当以外の職員であっても適切な窓口を紹介できるようにすること。 

 

（２）保護者支援のための情報提供の推進について 

保護者は、相談支援事業所や障害児通所支援事業所等のサービス内容や利用方法が分か

らず、子供に合う事業所を見つけることに苦労したり、相談窓口がわからず、誰に相談し

てよいのかわからないということがある。これを踏まえ、各地方自治体においては、福祉

制度が分かりやすく、利用しやすいものとなるよう、支援に係る情報や相談窓口が一目で

分かるような、保護者向けハンドブックを作成すること。 

さらに、各地方自治体がハンドブックを作成する際には、別添４を参考に、障害につい

ての基本的な事項、子供やその保護者が受けられる教育・福祉制度の概要、その自治体に

おいて提供される行政サービスの内容や相談機関の概要と連絡先等など、保護者が必要と

する内容を盛り込み、継続的にその活用と周知を図ること。 

 

（３）保護者同士の交流の場等の促進について 

 周囲に子育てに関する悩み等を話せる人がおらず、障害のある子供の保護者が孤立感・

孤独感を感じてしまい、家にひきこもってしまう場合があることを踏まえ、各地方自治体

においては、こうした保護者同士の交流の場を設けるピアサポートの推進や専門的な研修

を受けた障害のある子供を持つ保護者（以下「ペアレントメンター」という。）の養成及

びペアレントメンターによる相談支援を実施すること。 

また、家庭での教育も重要であることから、保護者が発達障害の特性を踏まえた接し方

や褒め方等を学び、子供の問題行動を減少できるよう、保護者に対してペアレントプログ

ラムやペアレントトレーニングによる支援を行うこと。 

 さらに、教育委員会においても、福祉部局と連携しつつ、就学相談、教育相談等の機会

を捉え、保護者同士の交流を促進するような取組を促すこと。 

 

 （４）専門家による保護者への相談支援について 

   障害児支援利用計画の作成にあたる相談支援専門員について、障害のある子供や発達障 

  害について専門的知識を有する者が不足していることを踏まえ、各都道府県は、相談支援 



 

  専門員が受講する、障害のある子供についての知識や経験等を積むことができるような専 

  門コース別研修を積極的に開催すること。 

 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局      厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

特別支援教育課支援総括係 齊藤   障害児・発達障害者支援室 発達障害者支援係 当新 

TEL：03－5253－4111（内線 3254）   TEL：03－5253－1111（内線 3038） 

 

 

 

 



 

 

別 添 

 

 

別添１．家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告（平成 30 年 3 月 29 日 

家庭と教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクトチーム） 

 

別添２．教育と福祉の関係部局・機関の関係構築の場として、既存の会議を活用した事例及び

学校と障害児通所支援事業所等との連携の実践事例 

① 徳島県 

② 大阪府箕面市 

 

別添３．相談窓口一元化の実践事例 

① 東京都日野市 

② 新潟県三条市 

 

別添４．保護者支援のためのハンドブック作成にあたってのポイント 

    （参考１）栃木県宇都宮市の例： 

「発達障がいを正しく理解しよう！（乳幼児期編）」リーフレット、パンフ

レット 

http://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/kurashi/shogai/hattatsu/1004265.html 

    （参考２）富山県の例： 

「ひとりじゃないよ（学齢期）発達障害支援ハンドブック」ハンドブック 

http://tym-ariso.org/not_alone.html 

 


